
はじめに

　近年，若者支援の必要性が可視化されはじめ，民
間レベルでの草の根の活動が全国的に広がり，２０１０
年には「子ども・若者育成推進法」が施行されるな
ど政策展開もされはじめている。それに伴って内閣
府では２０１１年に「困難を有する子ども・若者の支援
者調査」（以下，内閣府調査）１）を実施するなど，現
在はその広がりはじめた支援の質を高めるための実
態把握がすすめられつつある。
　このような中で筆者ら立命館大学大学院社会学研
究科山本耕平研究室は，ファイザー製薬から助成を

受けた長崎県にある特定非営利活動法人フリースペ
ースふきのとう（以下，「ふきのとう」）２）からの委
託により長崎県五島列島における若者支援プロジェ
クトに取り組むこととなった。（プロジェクト名：
「市民参加・協同による若者が緩やかに回復する場
の創造を目指す実践研究事業」）本プロジェクトの
目的は，「参加機会が限定されている地域を対象と
し，その地域で，若者やその家族がどのように生活
をおこない，支援を受けているのか，さらに，その
生活や支援に拡がりを持たせるためには，どのよう
な仕組みづくりが必要かにつき検討を加えるととも
に，実証的に若者支援の仕組みをつくり効果を検討
すること」である３）。後述するが，これまでに長崎
県の離島である五島列島では高齢者問題に対する調
査研究（叶堂，２００４）がおこなわれてきたが，子ど
も・若者に対する調査研究はまだなく，五島列島の

離島における困難を有する子ども・若者に関する基礎的研究（深谷弘和） 153

調査報告

離島における困難を有する子ども・若者に
関する基礎的研究

─五島列島における支援者の意識に注目して─

深谷　弘和ⅰ

　本稿は，長崎県の五島列島において困難を有する子ども・若者の支援システムを検討するにあたり，五
島列島の支援者を対象として実施したアンケート調査から支援者の意識を明らかにすることを目的として
いる。分析の視点は３点ある。１点目は内閣府が実施した調査との比較により，五島列島の支援者の意識
を明らかにすることである。２点目は，五島列島の支援者の職種による意識の違いを明らかにすることで
ある。３点目は，五島列島の支援者の在住年数による支援に対する意識の違いを明らかにすることである。
この分析から，支援者たちが五島列島の特殊性により，支援に対する戸惑いや職種による意識の差が生ま
れていることがみえてきた。本稿の分析結果を元にして，五島列島において市民と協同による支援システ
ムの構築を目指す必要性が明らかになった。
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子ども・若者の状況はあまり把握されていない。し
かし，長崎県で不登校やひきこもりなどの経験を有
する子ども・若者の居場所支援をおこなっている
「ふきのとう」では，五島列島を中心とする孤島で，
高齢化が進む一方で，離島独自の困難や，子ども・
若者の課題がより深刻化している状況がある事実が
報告されており，社会生活を円滑に営む上で困難を
有する子ども・若者（以下，困難を有する子ども・
若者）を地域で支援する仕組みづくりの必要性が生
まれている。
　そこで筆者らは，五島列島の子ども・若者の困難
状況の把握およびその支援システムの検討にあたっ
て，現在，困難を有する子ども・若者と関わってい
る支援者，もしくは今後，支援の仕組みをつくって
いく上で重要な役割を担うことになる支援者を対象
として調査を実施する必要があると考えた。具体的
には五島列島の中学・高校の教師，市役所や保健所，
社会福祉協議会（以下，社協）の職員，そして民生
委員（以下，総じて「支援者」とする）を対象とし
たアンケート調査を実施した４）。
　本稿の目的は，五島列島の支援者を対象としたア
ンケート調査の結果から，五島列島の地域特性が，
困難を有する子ども・若者の支援者の意識にどのよ
うな影響を与えているのかを明らかにし，考察を加
えることである。調査結果の分析にあたっての検討
課題は大きく３点ある。まず１点目は，五島の支援
者が全国の支援者たちに比べて，困難を有する子ど
も・若者の把握状況と，その支援に対する意識は異
なっているのではないかという点である。参加機会
の限定されている五島列島では，支援者の意識も低
下あるいは潜在化することが想定される。次に，２
点目は，五島列島の内部に注目した時，支援者たち
の中でも教員，公的機関の職員，地域住民である民
生委員との職種間で，困難を有する子ども・若者へ
の支援の意識で違いがみられるのではないかという
点である。職種による支援者の意識はもちろん異な
るが，今後，支援者の連携を検討する上では，その
意識の違いを明確にしておく必要がある。そして，

最後に３点目は，五島列島の支援者たちが五島列島
に暮らしてきた年数が支援の意識に何らかの影響を
与えているのではないかという点である。職種の違
いと共に五島列島に暮らした年数の長さが支援者の
意識に影響を与えているか明らかにしておく必要が
ある。本稿では，この３点につき分析を加え，実践
研究として五島列島における市民と協同での活動へ
の課題と可能性を考察していくこととする。

１．調査概要

１－１．調査の方法
　本研究は長崎県の上五島と下五島を調査対象地と
している。まず研究を開始する前にいくつかの支援
団体に対して先行的に予備調査を実施した。予備調
査は，２０１３年１月１０日から１２日までの３日間で，社
会福祉協議会や高校，NPO法人にて聞き取りをお
こなった。さらに長崎県の資料館等で五島列島に関
する資料収集をおこなった。
　上記の予備調査を元にして，調査票を作成した。
調査票の作成にあたっては「はじめに」で紹介した
内閣府調査を参考にし，支援者とも意見交換をおこ
なった。調査票を確定した後，調査票の送付先の選
定においても「ふきのとう」と協議の上で，郵送調
査の対象として上五島・下五島の中学校，高等学校
の教員，役所・保健所の職員と民生委員の合わせて
３６９名分の調査票を送付した。なお，今回の対象は
中学・高校教員，役所・社協職員，民生委員とその
対象は他領域にわたったため，調査票では教育的，
または福祉的な何らかの子ども・若者に対する関わ
りを「支援」と表記する旨を記載した。
　調査期間は２０１３年２月１日から同月２８日までの１
ヶ月間に設定した。調査における回収有効票数は
２１０，有効回収率は５６.９％であった。

１－２．五島地域
　本研究の対象である五島列島は九州の最西端に位
置し，１８の有人島と１１１の無人島からなる。五島地
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域の人口は，１９５５年の１４９,５８３人をピークに年々減
少傾向にあり，２０１０年国勢調査では６２,６９６人（うち，
五島地区が４０,６２２人，上五島地区が２２,０７４人）で
２８,００２世帯となっている。若年労働者のUターンの
動きはなく，高校卒業とともに若者が流出していく
パターンが定着し，島内には一定数しか残っていな
い。産業構造は，１９７０年当時に比べると農業就業者
が大幅に減少し，従来の農業・水産業主導型から３
次産業へと移行している。
　教育に関しては２０１２年度において，五島地域には
小学校３３校，中学校１７校，高等学校７校（うち定時
制１校）があり高校進学率は９９.３％であるが，大学
等への進学率は４０.６％と低い。また，島内には大学
や専修学校等がなく，雇用の場も不足しているため
高校卒業者の９割以上が島外に出ている。２０１１年度
の児童相談延べ件数は１,５２６件で，最も多いのが児
童虐待（３３２件）であり，不登校に関する相談は９１件
である。

１－３．分析方法
　分析にはSPSS ２１.０ for windowsを使用し，t検定
および|2検定，一元配置分析ではBonferroni検定を
おこなった。五島列島における支援者の意識につい
ては，「はじめに」で紹介した２０１２年に実施された
内閣府調査との比較をおこなった。

１－４．倫理的配慮
　調査対象者への依頼は，調査票に添付した依頼文
によって「ふきのとう」を経由して行われた。研究
への協力は任意であり，調査票の回答・返答をもっ
て同意とみなした。調査票には個人名の記載欄がな
く，本人の特定ができないかたちとした。データは
外部に漏れることのないよう厳重に管理を行い，本
研究の目的にのみ使用した。なお，調査にあたって
は「立命館大学における人を対象とする研究倫理指
針」に基づいて実施した。

２．調査結果

２－１．回答者の概要
　本調査における回答者の概要は，表１，表２，表
３，表４のとおりである。
　回答者の年齢構成は，２０代（２.９％）が他の年代と
比べて少なく，６０代（２６.７％）がやや高い値となっ
ている。性別は，女性（５２.４％）が男性（４６.７％）よ
りやや多い回答となっている。回答者の所属は，民
生委員（４６.７％）が全回答者の半数近くを占め，次
いで中学・高校教員（３０.０％），役所・社協職員
（１８.６％）と続いた。
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表３　回答者の所属

％度数

（３０.０）６３中学・高校教員
（１８.６）３９役所・社協職員
（４６.７）９８民生委員
（４.８）１０その他

（１００.０）２１０合計

表４　回答者の五島在住歴

％度数

（２９.５）６２５０％以上
（５９.５）１２５５０％未満
（１１.０）２３無回答・不明

（１００.０）２１０合計

表１　回答者の年齢構成

％度数

（２.９）６２０代
（１５.２）３２３０代
（２０.５）４３４０代
（２２.９）４８５０代
（２６.７）５６６０代
（９.５）２０７０代
（２.４）５無回答

（１００.０）２１０合計

表２　回答者の性別

％度数

（４６.７）９８男性
（５２.４）１１０女性
（１.０）２無回答

（１００.０）２１０合計



　表４の五島列島での在住歴は，五島列島で暮らし
た年数が，自らの人生の５０％を占めるかどうか（五
島在住年数÷年齢）で算出した。その結果，五島列
島に年齢の５０％以上の年数の期間に在住している支
援者の割合（５９.５％）が，５０％未満の支援者の割合
（２９.５％）を上回る結果となった５）。

２－２．五島調査と内閣府調査の比較─支援を行う上
での課題─

　では，最初に五島列島における支援者たちが支援
課題をどのように認識しているのかを把握するため
に設置した設問「困難を有する子ども・若者の支援
を実施するにあたり，どのような点が課題となって
いると思いますか」（支援上の課題）の回答結果を
示す。支援上の課題に対しては，①「子どもや若者
との関係」（本人），②「子ども・若者の家族との関
係」（家族），③「活動・取り組みを行う上で不安な
こと」（取組不安），④「支援に対する社会的評価」
（社会的評価）の４点につき質問した。以下で各項
目の分析結果を今回実施した五島列島での調査（以
下，五島調査）と，内閣府調査で同じ質問項目との
比較で示す。ただし，内閣府が実施した調査は，全
国の特定非営利法人の支援者を対象としており，対
象者の違いで単純に比較することはできないが，そ
れを踏まえた上で分析をおこなった６）。結果は，す

べての項目に関して|2検定で０.１％水準の有意な差
が出た。

①子どもや若者との関係（本人）
　子どもや若者（以下，本人）との関係における支
援課題については，Fig.１に示した。五島調査では
第一に「支援者が本人の要求を拒否」してしまうこ
と（２２.０％），第二に「本人への過度の感情移入」
（１６.２％），第三に「本人の過度の依存」（１６.２％），第
四に「本人の暴力・暴言・無視」（１４.１％）である。
一方で内閣府調査では，第一が「本人の過度の依
存」（２７.０％），第二が「本人への過度の感情移入」
（２６.８％）となっている。ただし「下記４つは重要課
題ではない」が，五島調査で３１.４％と高い値となっ
ているため，支援者が本人との関係の中での支援課
題と感じている点が複雑であることが想定される。

②「子ども・若者の家族との関係」（家族）
　子どもや若者の家族（以下，家族）との関係にお
ける支援課題については，Fig.２に示した。五島調
査では「家族内部の問題に介入しづらい」が最も高
い割合（４４.５％）であり，第二に「家族からの協力
が得にくい」（２１.３％），第三に「家族が本人の困難
を理解困難」（１９.１％）である。他方，内閣府調査で
は「家族からの協力が得にくい」が最も高く
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Fig.１　本人との関係における支援課題



（３５.０％），第二に「家族内部の問題に介入しづらい」
（２５.７％）が続いている。「下記４つは重要な課題で
はない」とする回答は，内閣府調査では１１.９％であ
るのに対し，五島調査では４.８％にとどまっている。
①で本人との関係においては「下記４つは重要な課
題ではない」とする回答の結果を踏まえると，家族
との関係に関する支援課題は，明確な形で意識され
ていることが想定される。

③「活動・取り組みを行う上で不安なこと」（取組
不安）

　支援者が活動・取り組みを行う上で不安なこと
（以下，取組不安）については，Fig.３に示した。五

島調査においては，「助言者がいない」（２３.５％），
「仕事範囲が不明確」（２３.０％），「支援の見通しが困
難」（２２.２％）が近い値で高い値となっている。他方，
内閣府調査においては，「支援の見通しが困難」で
あることが３４.５％と最も高い割合を示している。た
だし，内閣府調査では「下記５つは重要な課題では
ない」とする回答が１８.４％と「見通し困難」に次い
で２番目に高い割合を示している。

④「支援に対する社会的評価」（社会的評価）
　支援に対する社会的評価（以下，社会的評価）に
ついては，Fig.４に示した。五島調査では，第一に
「子ども・若者支援に対する社会的認知が低い」
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Fig.２　家族との間における支援課題

Fig.３　取り組みを行う上での不安



（４３.１％）ことが挙げられ，第二に「地域社会の理解
を得にくく，孤立しがちであること」（２７.５％）とな
っている。他方，内閣府調査では，五島調査と同様
に「子ども・若者支援に対する社会的認知が低い」
（４８.８％）が最も大きな課題として挙げられている。
しかしながら，第二は，「協力的企業拡充困難」
（２４.６％）となっている。

２－３．職種と支援に対する意識
　次に，五島列島における支援者が支援そのものに
対してどのような意識を持っているのかを職種別に
みていく。職種は大きく「中学・高校教員」，「役所
職員（社協を含む）」，「民生委員」の３つに分け，検
討していく。とりあげる意識は，①地域の子ども・
若者たちについて，どのような支援が求められてい
ると思うか（支援ニーズの把握），②ある状態にあ
る子ども・若者にどの程度支援が行き届いていると
考えるか（支援状況に対する意識），③子ども・若
者を支援する上でどのような支援が必要だと考える
か（支援の必要度に対する意識）の３つである。そ
れぞれ意識は「そう思う」から「そうは思わない」
までの４件法で聞き，「そう思う」を４として職種
間での平均値の比較として，それぞれ一元配置分析
を実施した。

①支援ニーズの把握と職種
　まず，地域の子ども・若者たちについて，どのよ
うな支援が求められていると思うか（支援ニーズの
把握）と職種の関係の結果をFig.５に示す。「地域
での祭りや催しの子ども・若者が参加する際の手助
け」（地域活動参加支援）以外の５つの項目で有意
な差があった。職種別にみると，教員は「高校や大
学に進学する就学の為の相談や手助け」（進学・就
学の相談）（３.１８）と「友人関係と学校生活の相談に
のり支えになること」（友人関係・学校生活の相談）
（３.４６）が高い値を示している。役所職員は，「暮ら
しと相談の手助け」（３.２１）と「仕事を見つけたり，
適切な仕事に就く為の相談や手助け」（就職の相談）
（３.２３）と「困っている家族の相談にのり支えになる
こと」（３.４６）で高い値を示している。
　「地域活動参加支援」では，３つの職種の間に有
意な差はなかったが，Bonferroni多重比較では，役
所職員（２.５）と民生委員（２.８２）の間に有意な差が
みられた（＞０.０１）。

②支援状況に対する意識と職種
　次に，ある状態にある子ども・若者にどの程度支
援が行き届いていないと考えるか（支援状況に対す
る意識）と職種の関係の結果をFig.６に示す。ここ
で示している項目では有意な差がみられ，全て民生
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Fig.４　支援に対する社会的評価



委員が「支援が行き届いていない」という意識を高
く持っている結果となった。
　Bonferroni多重比較では中学・高校教員と民生委
員との間に有意な差はなかった。

③支援の必要度に対する意識と職種
　最後に子ども・若者を支援する上でどのような支
援が必要だと考えるか（支援の必要度に対する意
識）と職種の関係の結果をFig.７に示す。ここで有
意な結果となったのは「困難を有する子ども・若者

に対しては，まずは就労の支援が優先されるべきだ
と思う。」（就労支援を優先すべき）である。民生委
員（３.１３）と教員（２.７５）は就労支援に対して積極的
であるのに対して，役所職員は就労支援の値が低く
（２.２９），就労支援よりも他の支援が優先されるべき
と考えていることがわかる。しかし，その他の項目
では職種間で有意な差はみられず，支援の必要度に
関しては同じような意識をもっていると把握できる。
　Bonferroni多重比較においても，就労支援を優先
すべき以外の項目で有意な差はみられなかった。
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Fig.５　支援ニーズの把握と職種

Fig.６　支援状況に対する意識と職種



２－４．在住歴の差による支援意識の違い
　では，最後に五島列島における在住歴（五島在住
歴）が支援者の意識にどのように影響しているのか
をみていくことにする。五島在住歴は，２－１でも
紹介したように人生における五島在住の年数が５０％
以上か，５０％未満かに分けて（五島在住年数÷年
齢），分析をおこなった。とりあげる意識は，２－３
と同様に①地域の子ども・若者たちについて，どの
ような支援が求められていると思うか（支援ニーズ

の把握），②ある状態にある子ども・若者にどの程
度支援が行き届いていると考えるか（支援状況に対
する意識），③子ども・若者を支援する上でどのよ
うな支援が必要だと考えるか（支援の必要度に対す
る意識）の３つである。それぞれ独立したサンプル
のt検定を実施した。

①支援ニーズの把握と五島在住歴
　まず，地域の子ども・若者たちについて，どのよ
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Fig.７　職種別の支援に対する考え方

Fig.８　支援ニーズの把握と五島在住歴



うな支援が求められていると思うか（支援ニーズの
把握）と五島在住歴との関係の結果をFig.８に示す。
はっきりとした有意な結果はみられなかったが，
「暮らしの相談と手助け」では五島在住歴が５０％以
上の支援者（２.９３）が５０％未満の支援者（２.６２）より
高かった。一方で，「進学・就学の相談」では，五島
在住歴が５０％未満の支援者（２.９８）が５０％以上の支
援者（２.６０）より高い値を示し，また「友人関係・
学校生活の相談」でも五島在住歴が５０％未満の支援
者の方が高い値を示した（５０％未満３.１８ / ５０％以上
２.８３）。

②支援状況に対する意識と五島在住歴
　次に，ある状態にある子ども・若者にどの程度支
援が行き届いていると考えるか（支援状況に対する
意識）と五島在住歴の関係の結果をFig.９に示す。
支援がどの程度行き届いているかについては，五島
列島への在住歴で有意な差はみられなかった。

③支援の必要度に対する意識と五島在住歴
　最後に子ども・若者を支援する上でどのような支
援が必要だと考えるか（支援の必要度に対する意
識）と五島在住歴の関係の結果をFig.１０に示す。こ
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Fig.９　支援状況に対する意識と五島在住歴

Fig.１０　支援の必要度に対する意識と五島在住歴



こで有意な差として表れたのは「就労支援を優先す
べき」である（２.６８ / ２.９８）。五島列島での在住歴が
５０％以上と，長く五島列島で暮らしている支援者の
ほうが就労支援を優先して支援をおこなっていくべ
きと意識していることがわかる。

３．考察

　それでは，調査結果を踏まえて全体的な考察を加
えていきたい。本稿の分析の視点は，五島列島にお
ける困難を有する子ども・若者支援システムの構築
にあたって，①支援者が困難を有する子ども・若者
の状況をどのように把握しているのか，またはその
支援に対してどのような意識を持っているのかを明
らかにすること，②五島列島という離島に生活する
支援者たちの中でも教員，公的機関の職員，地域住
民である民生委員との間でどのような支援に対する
意識の違いがあるのかを明らかにすること，③五島
列島の支援者たちが五島列島に暮らしてきた年数が
支援観に与える影響を明らかにすること，の３点で
ある。この３点について考察を加えていく。

３－１．伝統的コミュニティによる家族支援の困難さ
と支援のあいまいさ

　まず支援者の子ども・若者の把握および意識に関
しては，内閣府調査との比較を通じて２－１で結果
を示した。ここから五島調査の特徴をみてみると，
大きな特徴として２点挙げることができる。１点目
は，五島列島の支援者たちが，家族との間における
支援課題として「家族内部の問題への介入のしづら
さ」に多く回答しており，家族支援への困難さを意
識していることである。２点目の特徴は，五島列島
の支援者たちが，何らかの取り組みをおこなう上で
「仕事の範囲が不明確」や「助言者がいない」という
困難さを感じており，さらには本人への支援の中で
「支援者が本人の要求を拒否」してしまうという回
答が多かったことである。ここからは，五島列島の
支援者たちが困難を有する子ども・若者に対して

「どのように支援をしていいのかわからない」とい
う支援へのあいまいさからくる戸惑いや揺らぎを想
定することができる。この２点の特徴を，五島列島
におけるコミュニティのあり方から考察する。
　五島列島の支援者たちが感じている家族への介入
の困難さと，コミュニティのあり方との関係性は，
離島における先行研究からみていくことができる。
例えば，叶堂（２００４）は五島列島における高齢者の
地域生活に関するフィールド調査から，列島内の強
固な類縁関係や集落単位での濃密な人間関係を指摘
している。また，実際に離島の保健師の活動を対象
にした新井ら（２００６）の研究でも，地域住民の“近
さ”が家族会への参加に抵抗する理由になっている
実態が報告されている。さらに，五島列島の支援者
たちが感じる「家族問題への介入のしづらさ」と伝
統的なコミュニティについては，筆者らがおこなっ
たフィールドワーク調査でも，観察してきた７）。例
えば，集落や地区の住民が他の家族状況を把握して
いるために，ひきこもりや不登校などの相談に行く
こともできずに，事実を隠さざるを得ないなど，今
でも集落や地区の意識が強く残っており，濃密な人
間関係が家族のあり方に影響を与えている。
　２点目の若者の支援活動における戸惑いや揺らぎ
は五島列島に限らず，近年の若者支援の広がりと共
に全国的に生じているものである（山本，２０１３）。
ただ，困難を有する子ども・若者の支援を担う人材
不足という点では，全国と比べても五島列島では深
刻であり，ゆえに「どのような支援をしていいのか
わからない」といった結果が生まれたと考えること
ができる。今回の調査対象である教員や民生委員と
いった困難を有する子ども・若者の支援機関以外の
支援者たちがコミュニティのつながりのなかで，ど
のように支援活動への戸惑いや揺らぎを減らしてい
くことができるかが重要となる。例えば，長年，北
海道で地域づくりの活動に従事してきた日置
（２００９）は困難を有する子ども・若者に対する地域
での支援体制の充実の必要性を指摘する中で，「地
域コーディネーター」を組織し，その存在の重要性
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を述べている。この「地域コーディネーター」とは，
「専門職種としての存在ではなくあくまでも機能と
しての存在であり，地域によって医師，行政職員，
福祉施設の職員，民生委員，企業の経営者，大学教
員，あるいは小学校の教員などさまざまな職種の立
場でも可能」（p.５１）とされ，本調査が対象とした支
援者たちを含んでいる。実際に五島列島でも教員が
中心となり不登校の学習会を開催したり，教員と不
登校の保護者がひとつの家族会で共に活動するよう
な動きがみられている。日置などの先行的な活動を
踏まえつつ，現在の活動を生かしながら，地域住民
と連携していくことのできる体制の検討をすすめて
いく必要があるだろう。

３－２．子ども・若者との出会うことの困難さと就労
支援

　次に五島列島の中でも教員，公的機関の職員，民
生委員での意識の違いを２－３の結果で示したが，
この結果から明らかとなった特徴的な点は，今後，
困難を有する子ども・若者への支援に携わっていく
可能性のある支援者たちが，現在，困難を有する子
ども・若者と出会うことができていないことが想定
されるという点と，就労支援に対する意識の違いが
あるという点である。
　まず，支援者が困難を有する子ども・若者と出会
うことができていないという点に対しては，困難を
有する子ども・若者の居場所づくりを地域住民と共
に検討していく必要がある。本調査票で設けた自由
記述には，「自分が担当している地区は少・中５０名
程度の小規模校で地域の関わりも多いかわりに世間
体を気にすることが多い。相談してもらえることは
ほとんどありません。うわさで聞くことはあります
が相談もされていないのに訪問するわけにもいかず，
とまどいなどが多いですが，不登校もほとんどなく，
（少・中）高校生はうわさで１人います。気にはな
りますが，行動に移せていません。」という民生委
員の意見が記された。実際に，筆者らがおこなった
フィールドワーク調査でも，集落によって子ども・

若者の数は大きく異なっていることがわかっている。
このような地区や集落の特徴を踏まえて，困難を有
する子ども・若者と地域住民が出会うことのできる
場づくりをどのようにすすめていけるかが今後のひ
とつの課題となるだろう。
　例えば，先ほど紹介した日置は，地域で暮らす高
齢者や障害のある人，子どもなど，どんな人でも来
ることのできるフリーなたまり場をつくることで
「メンバー同士の支え合いや関わり合いの中で若者
たちが力を発揮し合う環境がつくりだされる」
（p.５０）と指摘しており，このような「場づくり」は
今ある資源を活用しながら生み出すことが可能だと
している８）。実際に五島列島では，新上五島町で，
社会福祉協議会が中心となった地域づくりの検討が
はじまっており，このような試みを土台にして，ど
のように支援の職種を越え，若者や高齢者といった
世代も越えた場を協同的に生み出していくことがで
きるか，本プロジェクトを通して，さらなる検討を
すすめていきたい。
　次に，就労支援に対する職種間の意識の違いがあ
ったという点については，上述の困難を有する子ど
も・若者の居場所づくりと合わせて考察する必要が
ある。今回の結果では民生委員や教員が「就労支援
を優先すべき」という意識を強く持つ一方で，五島
の役所職員はそれほど高くなかった。しかし，「就
労の相談」という支援ニーズに対しては，役所職員
の値は他の職種に比べて高い値を示したことから検
討されるのは，役所職員は「就労の相談は多いもの
の，就労への支援が優先されるべきとは思わない」
と感じているということである。ここには，就労相
談のなかで役所職員が感じている支援課題，つまり
単純に若者と仕事をマッチングするだけでは向き合
いきれない若者を取り巻く困難さが読み取れるので
はないだろうか。そしてこれは，近年展開されてい
るマッチングを基調とした若年雇用政策へ向けられ
た批判とも共通する部分であろう（本田２００５；乾，
２００６）。今後，五島列島での居場所づくりでは，支
援者の職種を超えて就労支援の意識を共有し，いか
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に五島列島において若者が地域住民とともに自身が
働きやすい，暮らしやすい地域づくりをおこなって
いくことができるかを検討していかなくてはならな
い。そして，そのためには地域での新たな仕事おこ
しや就労への参加を通した自分づくり（佐藤，
２００５）をも含んだ検討がおこなわれなければならな
いだろう。

３－３．五島列島の特殊性を越えて
　最後に，五島列島で暮らしてきた年数と支援観と
の関係性の結果から考察を加えていくこととする。
２－４でみたように，職種に比べて，五島列島での
在住歴では困難を有する子ども・若者の支援に対す
る意識に大きな差はみられなかった。五島列島に長
く暮らしているかどうかは支援の意識に大きな影響
を与えておらず，むしろ，２－２および３－１で指摘
したように五島列島特有の家族やコミュニティのあ
り方によって，また２－３および３－２で指摘したよ
うに職種によって支援の意識は異なっている。つま
り，五島列島における困難を有する子ども・若者へ
の支援の意識は，支援者個人に還元されるというよ
りも，五島列島の特殊な環境そのものに影響されて
いるという結果であった。
　ここまでにも指摘してきたような五島列島でのコ
ミュニティのあり方や，社会資源および人材の不足
などといった特殊性は，これまでの日本の産業構造
の変化に大きく影響を受けていることが先行研究か
らみることができる。高度経済成長期に中山間地域
における社会福祉研究に従事した真田（１９６７）は，
高度経済成長の地域開発によって「開発地域」と
「遺棄地域」ともいえるべきものに地域が両極化し，
内部分解していった実態を指摘している。「遺棄地
域」では，「開発地域」へと人々は仕事を求めて出て
いかなくてはならず，人口の滞留をたすけるために
「開発地域」のみ社会福祉の充実が図られたが，こ
のような状況は離島である五島列島にも生じた（三
村ら，１９９６）。さらに，その後，消費社会の進行と新
自由主義政策の中で，生活の社会化が五島列島でも

進むが，自然環境の厳しさや「遺棄地域」としての
企業誘致などの不利性によって，その進行は限定的
なものとなった（宮澤，２００５）。沖縄県の離島におけ
る養育行動の時代差を検討している上田ら（２００８）
も，離島において伝統的な地域社会の残存と，近代
的コミュニティへの緩やかな移行が併存している状
況を指摘している。
　ただし，このような五島列島の特殊性を踏まえ，
この特殊性を越えて，困難を有する子ども・若者に
対する支援システム構築を検討していかなくてはな
らない。叶堂は，五島列島の「居住条件の不利性」
とそれに伴う「住民の生活剥奪状態」を五島列島の
特殊性として注目しながら，五島列島にある社会資
源や，人間関係を生かして，より良い福祉社会の可
能性を検討している。また，高橋ら（２００６）の研究
でも離島における様々な不利な条件を「逆手」にと
ったケアリング・コミュニティづくりの提言をおこ
なっている。近年の社会矛盾によって生じている子
ども・若者たちの困難を地域社会がどのように受け
止めていくことができるのか，五島列島であるから
こそ職種や世代が連携した，先進的な取り組みを提
示していく可能性がある。

おわりに

　ここまで本稿では，五島列島における困難を有す
る子ども・若者の支援システムを検討するという実
践研究の基礎的な情報を収集するために実施したア
ンケート調査から支援者の意識に注目して分析し，
考察をおこなってきた。実際に，筆者らがおこなっ
たフィールドワークでは，五島列島には地区や集落
でその状況は大きく異なっており，量的結果から言
及できることには限界がある。しかしながら，本稿
が五島列島の支援者たちと地域住民の協同での地域
づくりの議論の土台になるであろう。
　今後も，本プロジェクトは継続しておこなってい
く。本アンケート結果のより詳細な分析をすすめて
いくと共に，フィールドワーク調査やインタビュー
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調査などによって，五島列島で困難を有している子
ども・若者の意味世界にも迫っていく必要がある。
これらの調査をすすめながら，実践研究として五島
列島における市民と協同での支援システムの検討に
今後も従事していく。
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註
１） 内閣府調査は，宮本みち子放送大学教授を座長
として，全国のニートやひきこもり等，社会生活
を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を
支援している特定非営利法人及び調査対象法人の
職員を対象として，支援内容や抱えている課題，
法人運営上の課題などを把握することを目的とし
て，２０１１年１０月３日から１１月１０日にかけて，実施
された調査である。この調査により，若者支援の
都市規模による際などが指摘されている。

２） 特定非営利法人フリースペースふきのとうは，
長崎県において不登校やひきこもりの居場所活動
を展開している機関である。１９８８年に不登校の親
の会として発足し，２００４年に居場所を開所し，
２０１０年にNPO法人の認可を受けた。現在，年間
約２０００人の相談者，来所者がある。

３） 「ファイザープログラム～心とからだのヘルス
ケアに関する市民活動・市民研究支援～」の応募
企画書から抜粋。五島列島では，例えば，不登校
の親が親の会に出ていくにしても，船で出ていか
なければならない，または地域住民との親密さゆ
えに島内の支援機関に行くことができないといっ
た状況があり，これを「参加機会が限定されてい
る」状態として捉えた。

４） 今回の調査では，調査の対象に民生委員を支援
者として含めているが，人材が不足している五島
列島において，民生委員は，大きな役割を担う存
在であり，且つ，五島列島の地域性を明らかにす
る上でも重要な存在と考え，調査対象とした。

５） 在住歴を５０％に区切った理由として，まず，五
島列島には，大学，短大，専門学校などの高等教
育機関はなく，進学のために数年間，五島列島を
離れた経験のある住民もいるが，結婚や就職によ
り五島列島に移り住んだ住民もいる。後述する筆
者らが実施した五島列島でのフィールドワーク調
査では，このように五島列島での在住歴が意識に
大きく影響していると考えたこと，また在住歴で
の比較をおこなうにあたり，割合としても５０％が
妥当であると判断したことがある。

６） 今回，実施した五島列島での調査と内閣府が実
施した調査では対象が異なるが，五島列島には内
閣府が対象とした支援機関が１つしかなく，今後
の支援システムを検討する上で重要な存在である
教職員，公的機関の職員，民生委員の意識調査を
実施し，比較することとした。

７） 筆者らは，本調査を実施後，２０１３年３月５日か
ら３月１５日にかけて五島列島でのフィールドワー
ク調査をおこなっている。このフィールドワーク
では五島列島での生活を若者や家族，島外からの
支援者らがどのように生きているのか，その生活
の中で生じる葛藤はいかなるものであるのかを明
らかにするために五島列島の若者，家族，そして
支援者にインタビュー調査をおこない，島内の参
与観察をおこなった。このフィールドワーク調査
の詳細な分析結果については別稿に譲ることとす
る。

８） 叶堂も高齢者生活の研究を通じた福祉社会の構
想において，「生活拠点施設」の多機能化を挙げ
ている。例えば，五島列島の「生活拠点施設」で
ある郵便局が単身高齢者への声掛けといった隠れ
た機能を有することになっていると指摘しており，
このような潜在化された機能をどのように生かす
ことができるかが地域づくりのポイントとなるこ
とを述べている。
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Abstract : The purpose of this paper is to describe the attitude of the supporters of children and young 
people in the Goto Islands, Nagasaki Prefecture. This study analyzes the result of a questionnaire survey of 

supporters in the Goto Islands. Three points are made in analyzing in this paper. First, this paper makes a 

comparison between the survey conducted by Cabinet Office in Japan and our own survey. Secondly, the 

point is to describe the difference in attitude by different kinds of supporters. Thirdly, the point is to 

describe differences in attitude by residence year of supporters in the Goto Islands. These aspects make it 

clear that the supporters have evoked confused feeling by regional characteristics of the Goto Islands. In 

addition there is a difference in attitude between kinds of supporters. These results lead to the conclusion 

that our project team and community people made collaborative efforts in thinking about supports for 

children and young people.

Keywords : Youth Support, Isolated Island, Goto Islands, Community Development
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